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■申込方法：下記申込書でFAX、またはウェブ申込ページ https://www.kinki.cci.or.jp/kentei/apply.php?seq=6183　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
よりお申込み頂き、受講料は講座の1週間前までに下記いずれかの口座にお振込み下さい。
◇振込先：　りそな銀行 　大阪営業部    （当座）０８０８７２６　　
三井住友銀行 船場支店　　　　（当座）０２１０７６４
三菱東京ＵＦＪ銀行 瓦町支店　（当座）０１０５２５１　　

◇口座名：　大阪商工会議所　(オオサカショウコウカイギショ)

ＦＡＸ：０６－６９４４－６２９３　　　　　　　　　　　　　　　　　　  お申込み期日：６月３０日（火）
7/7「ベトナム・改正投資法及び改正企業法セミナー」参加申込書
	会社名カナ
	

	会社名
	

	氏　名
	
	部署・役職
	

	住　所
	（〒　　- 　　　）

	TEL
	
	FAX
	

	E-mail
	

	会員区分
	□大阪商工会議所会員　---　会員番号（K　　－　　　－　　　　　　　）          □非会員

	受講料
	①　　　　　　円を　　月　　日に振り込みます。②　振込み人名義（カナ　　　　　　　　　　　　　　）


＊上記の個人情報は大阪商工会議所からの各種連絡・案内（Eメールによる案内含む）等に利用致しますとともに講師には参加者名簿を提供します。
ベトナム・改正投資法及び改正企業法セミナー


   《2015年7月1日より施行される改正投資法及び改正企業法の重要ポイントを解説！》








2007年1月のベトナムによるWTO加盟を見据えて施行された投資法及び企業法（2006年7月1日施行）が9年ぶりに全面改正されました。いずれも2015年7月1日から施行となっており、会社の設立手続の変更や決議要件の変更が行われるなど、ベトナムに進出する日本企業にとって重要な改正が行われています。


そこで本講座では、既存制度の概要を説明しつつ、新制度の特徴を解説いたします。講師には、長年にわたってベトナム案件を担当、スペシャリストである森濱田松本法律事務所大阪オフィス共同代表の江口拓哉弁護士、また、2014年2月よりベトナム現地大手法律事務所の１つFrasers Law Companyのホーチミンオフィスに出向、現地で日系企業をサポートされている山口健次郎弁護士をお招きし、「改正投資法及び改正企業法」を詳しく、分かりやすく解説いたします。


すでにベトナムに進出している企業、これから進出を考えている企業の皆さま、この機会に是非ご参加くださいますようご案内申し上げます。





■日　時： 平成２７年7月7日（火）　１４：００～１７：００　


■会　場： 大阪商工会議所　４階　４０２号会議室


■参加費： 会員８，０００円　一般/非会員１３，０００円


■定　員： ６０名


■対　象： ベトナム進出を考える企業担当者、ベトナム現地法人を持つ企業の法務担当者など


■講　師： 森濱田松本法律事務所パートナー弁護士 江口拓哉氏 アソシエト弁護士 山口健次郎氏（Frasers出向中）


　








【略歴】江口拓哉（写真左）　1995年弁護士登録、2004年ニューヨーク州弁護士登録


1990年慶應義塾大学法学部卒業、2002年ワシントン大学ロースクール卒業、ワシントンDC Arnold & Porter 法律事務所執務 (2002年～2003年）、タイ・バンコク International Legal Counselors Thailand法律事務所執務 （2003年）、ベトナム・ハノイ VILAF-Hong Duc 法律事務所執務（2004年）。2014年森濱田松本法律事務所大阪オフィス共同代表就任


【略歴】山口健次郎（写真右）　2008年弁護士登録、2014年ベトナム外国人弁護士登録


2007年慶應義塾大学大学院法務研究科終了、2007年東京大学公共政策大学院中退、2013年北京大学EMBAコース修了。2014年2月よりFrasers Law Companyのホーチミンオフィスに出向中











プログラム内容





１．改正投資法の重要ポイント


（１）新規設立手続及び既存会社への出資手続の変更（設立手続の全面的な改正、投資許可証の取り扱いの変更、地方人民委員会の権限の範囲）　（２）ベトナム国内再投資の手続の若干の緩和　（３）ベトナム子会社が関係する紛争解決手続に関する新規制


２．改正企業法の重要ポイント


（１）株式会社におけるガバナンスの変更（株主総会決議要件の緩和、株主総会及び取締役会の定足数の緩和、独立取締役の設置による機関設計の選択肢の拡大）　（２）複数の法定代表者の設置可能　（３）少数株主又は社員の権限の拡大　（４）有限責任会社の出資期限の短縮　（５）異なる会社形態の会社間の合併可能　（６）会社印鑑の自社デザイン可能





（振込手数料は貴社にてご負担下さい）。





※ATM・窓口からお振込の際、10桁の依頼人番号「9104100287」と貴社名をご入力下さい。





主　催：大阪商工会議所　お問合せ先：大阪商工会議所　国際部　小浜、名越（TEL06-6944-6400）　








